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主面 （1 0 ) と、主面 （1 0 ) に対 して垂直方 向 （Z ) に凹む 凹部 （2 0 ) とを備 えるウェハ ホル ダ
( 1 ) で あ って 、 凹部 （2 0 ) は 、主面 （1 0 ) に平 行 な底 面 （3 0 ) と、底 面 （3 0 ) の外 周 （3
5 ) か ら主面 （1 0 ) に亘 つて設 け られ る側面 （5 0 ) と、側 面 （5 0 ) か ら凹部 （2 0 ) の 内側 に突
出す る突 出部 （1 0 0 ) と、 を有 してお り、突 出部 （1 0 0 ) は、底 面 （3 0 ) の外周 （3 5 ) に沿 つ
て設 け られ てお り、垂直方 向 （Z ) において、底 面 （3 0 ) か ら突 出部 （1 0 0 ) の 先端 （1 5 0 ) ま
での高 さ （t ) は、 凹部 （2 0 ) に配置 され るウェハの高 さ （H ) の 1 ノ 2 よ りも高 いか 、 あるいは、
底面 （3 0 ) か ら主面 （1 0 ) までの高 さ （D ) の 1 ノ 3 よ りも高 い。



明 細 書

発明の名称 ：ウェハホルダ

技術分野

[0001 ] 本発明は、ウェハを保持するウェハホルダに関する。

背景技術

[0002] 従来、ウェハに膜を形成する際に、ウェハを保持するウェハホルダが知ら

れている。一般的に、ウェハホルダは、主面に対 して垂直方向に凹む凹部を

備える。ウェハは、凹部に配置されて、保持される。

[0003] ウェハに形成される膜は、膜厚が厚くなる方向に成長するだけでなく、ゥ

ェハの上面から側面へ向かって成長する。このため、膜の成長に伴って、ゥ

ェハの上面だけでなく、ウェハの側面も膜に覆われることがあった。ウェハ

の側面を覆った膜が、凹部の側面に接触 したまま、固まると、ウェハの側面

と凹部の側面とが膜によって接着される。このため、ウェハを取り出す際に

、ウェハに必要以上の外力を加えることとなり、ウェハに割れや亀裂などの

損傷が生じることがあつた。ゥェハの側面と凹部の側面との接着に基づくゥ

ェハの損傷を抑制するために、凹部の構造を工夫する技術が提案されている

(例えば、特許文献 1参照）。

[0004] 特許文献 1 のウェハホルダは、凹部の側面の上側に傾斜面が設けられてい

る。傾斜面は、上側に向かうに連れ凹部が広がるように、傾斜 している。従

つて、傾斜面とウェハの側面との間には、スペースが設けられるため、ゥェ

ハの側面と傾斜面との接触面積が小さくなる。その結果、ウェハの側面と凹

部の側面との接着が抑制され、ゥェハの損傷を抑制できる。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特開 2 0 0 9 _ 7 1 2 1 0 号公報

発明の概要

[0006] ところで、ウェハに膜を形成する際に、成膜条件を均等にするために、膜



の形成時において、主面に対 して垂直な方向を軸 と して、 ウェハホルダを高

速回転 させることがある。

[0007] 特許文献 1 のウェハホルダでは、傾斜面は、上側 に向かうに連れ凹部が広

がるように、傾斜 しているため、高速回転時に、傾斜面に沿 って、凹部か ら

ゥェハが飛び出ることがあつた。

[0008] そ こで、本発明は、 このような状況に鑑みてなされたものであ り、膜の形

成時におけるゥェハの飛び出 しを抑制 しつつ、 ゥェハの側面 と凹部の側面 と

の接着 に基づ くウェハの損傷 を抑制できるウェハホルダを提供することを目

的とする。

[0009] 上述 した課題 を解決するため、本発明は、次のような特徴 を有 している。

本発明の特徴は、主面 と、前記主面に対 して垂直方向に凹む凹部 とを備える

ウェハホルダであって、前記凹部は、前記主面に平行な底面 と、前記底面の

外周か ら前記主面に亘 って設けられる側面 と、前記側面か ら前記凹部の内側

に突出する突出部 と、 を有 してお り、前記突出部は、前記底面の外周に沿 つ

て設けられてお り、前記垂直方向において、前記底面か ら前記突出部の先端

までの高さは、前記底面か ら前記主面 までの高さの 1 / 3 よ りも高いことを

要旨とする。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図 1] 図 1 は、第 1 実施形態に係 るウェハホルダ 1 A の斜視図である。

[ 図2] 図 2 は、第 1 実施形態に係 る凹部 2 0 の斜視図である。

[ 図3] 図 3 は、第 1 実施形態に係 る凹部 2 0 の一部断面図である。

[ 図4] 図 4 は、第 1 実施形態に係 る凹部 2 0 の断面図である。

[ 図5] 図 5 は、第 1 実施形態に係 る凹部 2 0 の断面図である。

[ 図6] 図 6 は、第 2 実施形態に係 る凹部 2 0 の平面図である。

[ 図7] 図 7 は、第 3 実施形態に係 る凹部 2 0 の平面図である。

[ 図8] 図 8 は、第 4 実施形態に係 る凹部 2 0 の一部断面図である。

発明を実施するための形態

[001 1] 本発明に係 るウェハホルダの一例 について、図面を参照 しなが ら説明する



。 具 体 的 には、 （1 ) 第 1 実 施 形 態 （2 ) 第 2 実 施 形 態、 （3 ) 第 3 実 施 形

態、 （4 ) 第 4 実 施 形 態、 （5 ) そ の他 実施 形 態、 につ いて説 明 す る。

[001 2] 以 下 の 図面 の記載 にお いて、 同一 また は類 似 の部 分 には、 同一又 は類 似 の

符 号 を付 して い る。 図面 は模 式 的 な の もの で あ り、 各 寸法 の比率 な どは現 実

の もの とは異 な る こ とを留 意 すべ きで あ る。 従 って、 具 体 的 な寸法 な どは以

下 の説 明 を参 酌 して判 断 すべ きもの で あ る。 図面相 互 間 にお いて も互 いの寸

法 の 関係 や比率 が異 な る部 分 が含 まれ て い る こ とは勿論 で あ る。

[001 3] ( ) 第 1 実施 形 態

( 1 . ) ウェハ ホル ダ 1 A の概 略構 成

第 1 実施 形 態 に係 る ウェハ ホル ダ 1 A の概 略構 成 につ いて、 図 1 か ら図 3

を参 照 しな が ら説 明 す る。 図 1 は、 第 1 実施 形 態 に係 る ウェハ ホル ダ 1 A の

斜 視 図 で あ る。 図 2 は、 第 1 実施 形 態 に係 る凹部 2 0 の斜 視 図 で あ る。 図 3

は、 第 1 実施 形 態 に係 る凹部 2 0 の 一部 断面 図 で あ る。 具 体 的 には、 図 3 は

、 垂 直方 向 Z 及 び径 方 向 X に沿 った 凹部 2 0 の 一部 断面 図 で あ る。

[0014] 図 1 に示 され る よ うに、 ウェハ ホル ダ 1 は、 円板 状 で あ る。 ウェハ ホル ダ

1 は、 主面 1 0 と、 凹部 2 0 とを備 え る。 主面 1 0 は、 ウェハ ホル ダ 1 の表

面 で あ り、 主面 1 0 は、 ウェハ ホル ダ 1 の裏 面 と反 対側 の面 で あ る。

[001 5] 凹部 2 0 は、 主面 1 0 に対 して垂 直方 向 Z に凹 む。 凹部 2 0 は、 主面 1 0

に対 して低 い部 分 で あ る。 本 実施 形 態 にお いて、 ウェハ ホル ダ 1 は、 複 数 の

凹部 2 0 を備 え る。 凹部 2 0 は、 垂 直方 向 Z か ら見 て、 円形 状 で あ る。 凹部

2 0 に は、 ウェハ 2 0 0 が配 置 され る （図 3 、 図 4 参 照 ）。 凹部 2 0 は、 底

面 3 0 と、 側 面 5 0 と、 突 出部 1 0 0 とを有 す る。

[001 6] 底 面 3 0 は、 主面 1 0 に平 行 な面 で あ る。 底 面 3 0 は、 平 面 で あ る。 底 面

3 0 に は、 ウェハ 2 0 0 が載 置 され る。 従 って、 底 面 3 0 は、 ウェハ 下面 2

0 0 b に接 す る。 本 実施 形 態 にお いて、 垂 直方 向 Z か ら見 て、 底 面 3 0 は、

円形 状 で あ る。 従 って、 底 面 3 0 の外 周 3 5 は、 環 状 で あ る。 底 面 3 0 の外

周 3 5 に沿 った方 向 は、 外 周 方 向 R で あ る。 な お、 底 面 3 0 に平 行 で あ り、

底 面 3 0 の 中心 0 と側 面 5 0 とを結 ぶ 方 向 は、 径 方 向 X で あ る。 径 方 向 X に



おいて、 中心 0 に向か う方向は、 凹部 2 0 の内側 に向か う方向であ り、側面

5 0 に向か う方向は、 凹部 2 0 の外側 に向か う方向である。

[001 7] 側 面 5 0 は、底面 3 0 の外周 3 5 か ら主面 1 0 に亘 つて設 け られ る。側面

5 0 は、外周方向 R に沿 った面である。本実施形態 において、側面 5 0 は、

上側面 5 0 a と下側面 5 0 b とを有 する。上側面 5 0 a は、垂直方向 Z にお

いて突出部 1 0 0 よ りも主面 1 0 側 （すなわち、上側） にある面である。上

側面 5 0 a は、垂直方向 Z に平行な面である。下側面 5 O b は、垂直方向 Z

において突出部 1 0 0 よ りも底面 3 0 側 （すなわち、下側） にある面である

。下側面 5 O b は、垂直方向 Z に平行な面 と、底面 3 0 に連なる曲面 とを有

する。

[001 8] 突 出部 1 0 0 は、側面 5 0 か ら凹部 2 0 の内側 に突出する。 すなわち、突

出部 1 0 0 は、側面 5 0 に対 して突出 している。 また、突出部 1 0 0 は、底

面 3 0 の外周 3 5 に沿 って設 け られ る。 すなわち、突出部 1 0 0 は、外周方

向 R に沿 って設 け られ る。突出部 1 0 0 の詳細 は、後述する。

[001 9] ウェハホル ダ 1 は、炭化珪素か らなることが好 ま しい。炭化珪素 は、熱伝

導率 が高いため、 ウェハ 2 0 0 を均等 に加熱で きる。 これ によ り、膜 にムラ

が生 じず、 ウェハ 2 0 0 に品質の良好な膜 3 0 0 が形成 され る。

[0020] ( 1 . 2 ) 突 出部 1 0 0 の概 略構成

第 1 実施形態 に係 る突出部 1 0 0 の概 略構成 について、 図 2 か ら図 4 を参

照 しなが ら説明する。 図 4 は、第 1 実施形態 に係 る凹部 2 0 の断面図である

。具体的には、 図 4 は、垂直方向 Z 及び径方向 X に沿 った凹部 2 0 の断面図

である。

[0021 ] 図 2 に示 され るように、突出部 1 0 0 は、底面 3 0 の外周 3 5 に沿 って設

け られ る。突出部 1 0 0 は、外周方向 R に沿 って設 け られ る。突出部 1 0 0

は、外周方向 R に沿 って延在 する。本実施形態 において、突出部 1 0 0 は、

1 つ設 け られ る。外周方向 R において、突出部 1 0 0 は、側面 5 0 の全周 に

亘 つて連続 している。外周方向 R において、突出部 1 0 0 は、側面 5 0 を一

周する。従 って、外周方向 R において、突出部 1 0 0 の全長 は、側面 5 0 の



長さと一致する。

[0022] 図 3 に示されるように、突出部 1 0 0 は、上側の面である突出上面 1 0 0

a と、下側の面である突出下面 1 0 0 b とを有する。突出上面 1 0 0 a は、

主面 1 0 側の面である。突出上面 1 0 0 a は、上側面 5 0 a と連なる。本実

施形態において、突出上面 1 0 0 a は、底面 3 0 と平行である。突出下面 1

0 0 b は、底面 3 0 側の面である。本実施形態において、突出下面 1 0 0 b

は、底面 3 0 に対 して傾斜 している。突出下面 1 0 0 b は、垂直方向Z にお

いて主面 1 0 に近づくに連れ、径方向X において凹部 2 0 の内側に近づく。

突出下面 1 0 0 b は、下側面 5 0 b と連なる。

[0023] 図 3 に示されるように、突出部 1 0 0 は、先端 1 5 0 を有する。突出部 1

0 0 の先端 1 5 0 は、凹部 2 0 の最も内側の端である。すなわち、突出部 1

0 0 の先端 1 5 0 は、径方向X において、底面 3 0 の中心 0 側の端である。

本実施形態おいて、突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 は、突出上面 1 0 0 a と突出

下面 1 0 0 b との境界部分である。

[0024] 突出部 1 0 0 の径方向X における長さ k は、 0 . 1 m m以上であることが

好ましい。突出部 1 0 0 の長さにが 0 . 1 m m以上であれば、ウェハ側面 2

0 0 c と凹部 2 0 の側面 5 0 との距離が離れるため、ゥェハ側面 2 0 0 c と

凹部 2 0 の側面 5 0 とが接着されにくくなる。また、突出部 1 0 0 の径方向

X における長さ k は、 2 m m以下であることが好ましい。突出部 1 0 0 の長

さ k が 2 m m以下であれば、ゥェハ側面 2 0 0 c と凹部 2 0 の側面 5 0 との

隙間が小さくなるため、均熱性の低下を抑制できる。なお、突出部 1 0 0 の

長さ k は、径方向X における側面 5 0 から突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 までの

長さに等 しい。

[0025] 図 3 に示されるように、ウェハ 2 0 0 は、ウェハ上面 2 0 0 a が主面 1 0

側に位置 し、ウェハ下面 2 0 0 b が底面 3 0 側に位置するように配置される

。ウェハ下面 2 0 0 b は、底面 3 0 に接するように配置される。

[0026] 一般的に、ウェハ 2 0 0 は、垂直方向Z におけるウェハ 2 0 0 の高さHの

1 / 2 の位置が、ウェハ 2 0 0 の幅方向 （すなわち径方向X ) における最大



幅W となる （図 3 、図 4 参照）。 ウェハ 2 0 0 の最大幅 となる部分は、 ゥェ

ハ最大幅部分 2 0 である。 ウェハ最大幅部分 2 0 か らウェハ上面 2 0 0

a に向かうに連れ、 ウェハ 2 0 0 の幅は、狭 くなる。同様 に、 ウェハ最大幅

部分 2 0 か らウェハ下面 2 0 0 b に向かうに連れ、 ウェハ 2 0 0 の幅は、

狭 くなる。

[0027] 垂直方向 Z において、底面 3 0 か ら突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 までの高さ

t は、底面 3 0 か ら主面 1 0 までの高さ D の 1 / 3 よ りも高い。 また、底面

3 0 か ら突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 までの高さ t は、 ウェハ 2 0 0 の高さ H

の 1 / 2 よ りも高い。すなわち、 ウェハ最大幅部分 2 1 0 は、突出部 1 0 0

の先端 1 5 0 よりも底面 3 0 側 に位置する。

[0028] 底面 3 0 か ら突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 までの高さ t は、底面 3 0 か ら主

面 1 0 までの高さ D以下である。底面 3 0 か ら突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 ま

での高さ t は、 ウェハ 2 0 0 の高さ H以下が好ま しい。底面 3 0 か ら突出部

1 0 0 の先端 1 5 0 までの高さ t は、 ウェハ 2 0 0 の高さ H以下であれば、

ゥェハ側面 2 0 0 c と凹部 2 0 の側面 5 0 との隙間が小さ くなるため、均熱

性の低下を抑制できる。

[0029] 本実施形態において、底面 3 0 か ら主面 1 0 までの高さ D は、 ウェハ 2 0

0 の高さ H よりも高い。

[0030] 一般的に、 ウェハ 2 0 0 は加熱によって熱膨張する。従 って、 ウェハ 2 0

0 の熱膨張を考慮 して、凹部 2 0 及び突出部 1 0 0 の寸法を定めることが好

ま しい。 ウェハ 2 0 0 の最高加熱温度 に達 したときに、図 3 に示されるよう

に、突出部 1 0 0 とウェハ 2 0 0 との間隔 s が 1 m m以下であることが好ま

しい。具体的には、突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 とウェハ側面 2 0 0 c との間

隔 s が 1 m m以下であることが好ま しい。本実施形態おいて、 ウェハ側面 2

0 0 c は、突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 に接触する。

[0031 ] ウェハ 2 0 0 の最高加熱温度 に達 したときに、図 4 に示されるように、底

面 3 0 の中心 0 を挟んで対向する突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 どう しの長さ L

は、 ウェハ 2 0 0 の最大幅Wか ら2 m m加えた長さ以下であることが好ま し



し、。すなわち、最大幅W及び長さL は、以下の式 （1 ) の関係を満たすこと

が好ましい。

[0032] L ( m m) ≤ W ( m m) + 2 式 （1 )

式 （1 ) の関係を満たすことにより、ウェハ側面 2 O O c と突出部 1 0 0

との間隔 s が短 くなるため、突出部 1 0 0 が障壁となって、膜の成長をより

妨げることができる。従って、突出部 1 0 0 よりも底面 3 0 側のゥェハ側面

2 0 0 c を膜 3 0 0 が覆うことを抑制できる。

[0033] ( 1 . 3 ) 作用効果

ゥェハホルダ 1 によれば、凹部 2 0 は、側面 5 0 から凹部 2 0 の内側に突

出する突出部 1 0 0 を有 しており、突出部 1 0 0 は、外周方向Rに沿って設

けられており、垂直方向Z において、底面 3 0 から突出部 1 0 0 の先端 1 5

0 までの高さ t は、底面 3 0 から主面 1 0 までの高さDの 1 / 3 よりも高い

[0034] 突出部 1 0 0 は、外周方向Rに沿っている。このため、図4 に示されるよ

うに、ウェハ上面 2 0 0 a からウェハ側面 2 0 0 c に膜 3 0 0 が成長 しても

、突出部 1 0 0 が障壁となって、膜 3 0 0 の成長が遮られる。すなわち、突

出部 1 0 0 よりも底面 3 0 側のゥェハ側面 2 0 0 c にまで膜 3 0 0 が成長す

ることを、突出部 1 0 0 によって阻害できる。このため、突出部 1 0 0 より

も底面 3 0 側のウェハ側面 2 O O c を膜が覆うことを抑制できる。

[0035] また、突出部 1 0 0 にウェハ側面 2 0 0 c が接触するため、ウェハ側面 2

0 0 c と側面 5 0 との間には、スペースが設けられる。このため、ウェハ側

面 2 0 0 c を覆う膜 3 0 0 が、側面 5 0 に接触 しにくくなる。

[0036] 従来のウェハホルダのように、突出部がない凹部の側面と膜との接触面積

は、ウェハの側面の高さに比例する。一方、図4 に示されるように、突出部

1 0 0 と膜 3 0 0 との接触面積は、成長 した膜 3 0 0 の膜厚に比例する。膜

3 0 0 の膜厚は、ウェハ側面 2 0 0 c の高さに比べると薄いため、突出部 1

0 0 と膜 3 0 0 との接触面積は、従来の凹部の側面と膜との接触面積に比べ

ると小さくなる。



[0037] これ らの結果、 ウェハ 2 0 0 を取 り出す際に、 ウェハ 2 0 0 に加える外力

を小さくすることができるため、 ウェハ 2 0 0 の損傷を抑制できる。

[0038] ウェハホルダ 1 A によれば、垂直方向 Z において、底面 3 0 か ら突出部 1

0 0 の先端 1 5 0 までの高さ t は、底面 3 0 か ら主面 1 0 までの高さりの 1

/ 3 よりも高い。 ウェハ最大幅部分 2 1 0 が、底面 3 0 か ら主面 1 0 までの

高さ D以下であるため、図 5 に示されるように、 ウェハ最大幅部分 2 1 0 が

突出部 1 0 0 に引っ掛る。従 って、 ウェハ 2 0 0 が上側に移動することを抑

制できるため、 ウェハホルダ 1 A を高速回転させても、凹部 2 0 か らウェハ

2 0 0 が飛び出ることを抑制できる。

[0039] ウェハホルダ 1 A によれば、外周方向 R において、突出部 1 0 0 は、側面

5 0 の全周に亘 つて連続 している。 このため、外周方向 R におけるウェハ側

面 2 0 0 c の何れの部分であっても突出部 1 0 0 が障壁 となって、膜 3 0 0

の成長が遮 られる。従 って、突出部 1 0 0 よりも底面 3 0 側のウェハ側面 2

0 0 c を膜 3 0 0 が覆 うことをより抑制できる。その結果、 ウェハ 2 0 0 の

損傷をより抑制できる。

[0040] さ らに、外周方向 R における側面 5 0 の何れの部分であってもウェハ最大

幅部分 2 1 0 が突出部 1 0 0 に引っ掛るため、凹部 2 0 か らウェハ 2 0 0 が

飛び出すことをより抑制できる。

[0041 ] なお、上側面 5 0 a は、垂直方向 Z に平行な面である。 このため、 ウェハ

ホルダを高速回転させた場合において、 ウェハ 2 0 0 が突出部 1 0 0 を超え

て、凹部 2 0 か ら飛び出そうとしても、上側面 5 0 a に当たるため、 ウェハ

2 0 0 が飛び出すことをさらに抑制することができる。

[0042] ( 2 ) 第 2 実施形態

第 2 実施形態に係るウェハホルダについて、図 6 を参照 しなが ら説明する

。図 6 は、第 2 実施形態に係る凹部 2 0 の平面図である。なお、上述 した第

実施形態 と第 2 実施形態 との異なる部分を中心に説明する。第 1 実施形態

と同様の第 2 実施形態の部分は、適宜省略する。

[0043] 第 2 実施形態において、上述 した第 1 実施形態 と異なる部分は、突出部 1



0 0 である。図 6 に示されるように、第 2 実施形態において、突出部 1 0 0

は、側面 5 0 の半周に亘つて連続 している。従って、外周方向Rにおいて、

突出部 1 0 0 の全長は、側面 5 0 の長さの 5 0 %である。垂直方向Z から見

て、突出部 1 0 0 の外周方向Rに沿った長さは、側面 5 0 の外周方向Rに沿

つた長さ 5 0 %である。

[0044] 本実施形態において、底面 3 0 の中心 0 は、主面 1 0 の中心C からずれて

いる。また、突出部 1 0 0 は、主面 1 0 の中心C から遠い方に設けられてい

る。従って、ウェハホルダが高速回転 した場合、図 6 に示されるように、遠

心力 F が働 く方向は、突出部 1 0 0 に向かう方向となる。このため、本実施

形態に係る凹部 2 0 にウェハ 2 0 0 を配置 した場合、ウェハ 2 0 0 は、突出

部 1 0 0 に向かって移動する。このため、垂直方向Z から見て、突出部 1 0

0 が設けられていない側面 5 0 があっても、ゥェハ側面 2 0 0 c と凹部 2 0

の側面 5 0 とが接着することを抑制できる。

[0045] 側面 5 0 の半周に亘つて連続 している突出部 1 0 0 によって、膜 3 0 0 の

形成時におけるウェハ 2 0 0 の飛び出しを抑制 しつつ、ウェハ側面 2 0 0 c

と凹部 2 0 の側面 5 0 との接着に基づくウェハ 2 0 0 の損傷を抑制できる。

[0046] なお、外周方向Rにおいて、突出部 1 0 0 の全長は、側面 5 0 の長さの 5

0 %以上であってもよい。突出部 1 0 0 の全長が、側面 5 0 の長さの 5 0 %

以上であれば、ゥェハ側面 2 0 0 c と凹部 2 0 の側面 5 0 とが接着すること

をより抑制できる。

[0047] ( 3 ) 第 3 実施形態

第 3 実施形態に係るウェハホルダについて、図 7 を参照 しながら説明する

。図 7 は、第 3 実施形態に係る凹部 2 0 の平面図である。なお、上述 した第

1， 2 実施形態と第 3 実施形態との異なる部分を中心に説明する。第 1， 2

実施形態と同様の第 3 実施形態の部分は、適宜省略する。

[0048] 第 3 実施形態において、上述 した第 1， 2 実施形態と異なる部分は、突出

部 1 0 0 である。図 7 に示されるように、第 3 実施形態において、突出部 1

0 0 は、 4 つ設けられている。突出部 1 0 0 は、外周方向Rに沿って断続的



に延在する。垂直方向 Z か ら見て、突出部 1 0 0 は、底面 3 0 の中心 0 を点

対称 に設けられている。外周方向 R において、各突出部 1 0 0 の長さは、側

面 5 0 の長さの 1 / 8 である。従 って、外周方向 R において、突出部 1 0 0

の全長は、側面 5 0 の長さの 5 0 % である。なお、突出部 1 0 0 の全長は、

各突出部 1 0 0 の長さの合計に等 しい。

[0049] 本実施形態おいて、突出部 1 0 0 と突出部 1 0 0 との間において、突出部

0 0 よりも下側のゥェハ側面 2 0 0 c まで、膜 3 0 0 は、成長する。 しか

しなが ら、 ウェハ側面 2 0 0 c は、突出部 1 0 0 に当たるため、 ウェハ 2 0

0 と側面 5 0 との間にはスペースが設けられる。 このため、 ウェハ側面 2 0

0 c が膜 3 0 0 に覆われても、膜 3 0 0 は、側面 5 0 に接触 しに くし、。 この

ため、 ゥェハ側面 2 0 0 c と凹部 2 0 の側面 5 0 とが接着することを抑制で

きる。断続的に延在 している突出部 1 0 0 によって、膜 3 0 0 の形成時にお

けるウェハ 2 0 0 の飛び出 しを抑制 しつつ、 ウェハ側面 2 0 0 c と凹部 2 0

の側面 5 0 との接着 に基づ くウェハ 2 0 0 の損傷 を抑制できる。

[0050] なお、外周方向 R において、突出部 1 0 0 の全長は、側面 5 0 の長さの 5

0 % 以上であってもよい。例えば、側面 5 0 の長さの 1 / 8 の長さをもつ突

出部 1 0 0 が 5 つ以上設けられていてもよい。 また、各突出部 1 0 0 の長さ

が、側面 5 0 の長さの 1 / 8 よ りも長 くても良い。突出部 1 0 0 の全長が、

側面 5 0 の長さの 5 0 % 以上であれば、 ゥェハ側面 2 0 0 c と凹部 2 0 の側

面 5 0 とが接着することをより抑制できる。

[0051 ] ( 4 ) 第 4 実施形態

第 4 実施形態に係 るウェハホルダについて、図 8 を参照 しなが ら説明する

。図 8 は、第 4 実施形態に係 る凹部 2 0 の一部断面図である。なお、上述 し

た第 1 ~ 3 実施形態 と第 4 実施形態 との異なる部分を中心 に説明する。第 1

~ 3 実施形態 と同様の第 4 実施形態の部分は、適宜省略する。

[0052] 第 4 実施形態において、上述 した第 1 実施形態 と異なる部分は、突出部 1

0 0 の先端 1 5 0 の高さ t である。第 4 実施形態において、図 8 に示される

ように、突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 の高さ t は、底面 3 0 か ら主面 1 0 まで



の高さD と等 しい。従って、突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 は、主面 1 0 と同一

面上にある。突出上面 1 0 0 a は、主面 1 0 と同一面上にある。突出下面 1

0 0 b は、底面 3 0 に対 して傾斜 している。突出下面 1 0 O b は、垂直方向

Z において主面 1 0 に近づくに連れ、径方向X において凹部 2 0 の内側に近

づく。突出下面 1 0 0 b は、下側面 5 0 b と連なる。

[0053] ウェハ 2 0 0 を凹部 2 0 に配置するときに、ウェハ 2 0 0 の最大幅Wが底

面 3 0 の中心 0 を挟んで対向する突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 どうしの長さL

よりも小さいことが好ましい。ウェハ 2 0 0 が凹部 2 0 に配置できない可能

性があるためである。また、ウェハ 2 0 0 の加熱時において、ウェハ 2 0 0

の最大幅Wが底面 3 0 の中心 0 を挟んで対向する突出部 1 0 0 の先端 1 5 0

どうしの長さしょりも大きいことが好ましい。凹部 2 0 の開口よりもウェハ

2 0 0 の大きさが大きいため、ウェハの飛び出しをより抑制することができ

る。

[0054] 図 8 に示されるように、本実施形態において、突出部 1 0 0 とウェハ側面

2 0 0 c との間隔 s は、突出下面 1 0 0 b とゥェハ側面 2 0 0 c との間隔で

ある。間隔 s は、 1 m m以下であることが好ましい。 1 m m以下であれば、

突出部 1 0 0 が障壁となって、膜 3 0 0 の成長が遮られる。すなわち、突出

部 1 0 0 よりも底面 3 0 側のゥェハ側面 2 0 0 c にまで膜 3 0 0 が成長する

ことを、突出部 1 0 0 によって阻害できる。このため、突出部 1 0 0 よりも

底面 3 0 側のゥェハ側面 2 0 0 c を膜が覆うことを抑制できる。

[0055] 本実施形態において、底面 3 0 に対 して傾斜 している突出下面 1 0 0 b に

ゥェハ側面 2 0 0 c が接触するため、ゥェハ側面 2 0 0 c と下側面 5 0 b と

の間には、スペースが設けられる。このため、ウェハ側面 2 0 0 c を膜 3 0

0 が覆っても、側面 5 0 に接触 しにくくなる。

[0056] ( 5 ) その他実施形態

本発明の実施形態を通 じて本発明の内容を開示 したが、この開示の一部を

なす論述及び図面は、本発明を限定するものであると理解すべきではない。

本発明はここでは記載 していない様々な実施形態を含む。



[0057] 上述 した実施形態では、垂直方向 Z か ら見て、凹部 2 0 は、円形状であ り

、底面 3 0 は、円形状であつたが、 これに限 られない。凹部 2 0 及び底面 3

0 は、配置されるウェハ 2 0 0 の形状に合わせて適宜変更可能である。例え

ば、垂直方向 Z か ら見て、多角形状であってもよい。

[0058] 上述 した第 1 実施形態では、上側面 5 0 a は、垂直方向 Z に平行であつた

が、 これに限 られない。上側面 5 0 a は、垂直方向 Z に対 して傾斜 していて

よい。上側面 5 0 a は、垂直方向 Z において主面 1 0 に近づ くに連れ、径方

向X において凹部 2 0 の内側に近づ くように傾斜 していることが好ま しい。

すなわち、上側面 5 0 a が、上側に向かうに連れ凹部が狭 くなるように、傾

斜 していることが好ま しい。 これにより、 ウェハホルダを高速回転させても

、上側面 5 0 a に当た りやす くな り、凹部 2 0 か らウェハ 2 0 0 が飛び出る

ことをさらに抑制できる。

[0059] 上述 した実施形態では、突出上面 1 0 0 a は、底面 3 0 と平行であ り、突

出下面 1 0 0 b は、底面 3 0 に対 して傾斜 していたが、 これに限 られない。

突出上面 1 0 0 a は、底面 3 0 に対 して傾斜 していてもよい。具体的には、

突出上面 1 0 0 a は、垂直方向 Z において底面 3 0 に近づ くに連れ、径方向

X において凹部 2 0 の内側に近づ くように傾斜 していてもよい。 また、突出

上面 1 0 0 a 及び突出下面 1 0 0 b は、底面 3 0 と平行であってもよい。 こ

の場合、突出部 1 0 0 の先端 1 5 0 は、面状である。

[0060] 上述 した実施形態では、底面 3 0 か ら主面 1 0 までの高さ D は、 ウェハ 2

0 0 の高さ H よりも高かったが、底面 3 0 か ら主面 1 0 までの高さ D は、 ゥ

ェハ 2 0 0 の高さ H よりも低 くてもよい。ただ し、底面 3 0 か ら突出部 1 0

0 の先端 1 5 0 までの高さ t は、 ウェハ 2 0 0 の高さ H の 1 / 2 よ りも高い

[0061 ] なお、上述 した実施形態における各特徴は、発明を損なわない範囲内にお

いて、適宜組み合わせることが可能である。

[0062] 以上のように、本発明はここでは記載 していない様々な実施形態を含む。

従 って、本発明の技術的範囲は上記の説明か ら妥当な請求の範囲に係る発明



特定事項によってのみ定められるものである。

[0063] なお、日本国特許出願第 2 0 1 1 —2 7 9 8 2 7 号 （2 0 1 1 年 1 2 月 2

1 曰出願）の全内容が、参照により、本願明細書に組み込まれている。

産業上の利用可能性

[0064] 以上のように、本発明に係るウェハホルダは、膜の形成時におけるウェハ

の飛び出しを抑制 しつつ、ウェハの側面と凹部の側面との接着に基づくゥェ

ハの損傷を抑制できるため、有用である。



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 主面 と、前記主面 に対 して垂直方向に凹む凹部 とを備 えるウェハホ

ル ダであ って、

前記凹部 は、前記主面 に平行な底面 と、前記底面の外周か ら前記主

面 に亘 つて設 け られる側面 と、前記側面か ら前記凹部の内側 に突出す

る突出部 と、 を有 してお り、

前記突出部 は、前記底面の外周 に沿 って設 け られてお り、

前記垂直方向において、前記底面か ら前記突出部の先端 までの高さ

は、前記底面か ら前記主面 までの高さの 1 3 よ りも高いウェハホル

ダ。

[ 請求項2] 前記底面の外周 に沿 った方向において、前記突出部の全長は、前記

側面の長 さの 5 0 % 以上である請求項 1 に記載のウェハホル ダ。

[ 請求項3] 前記底面の外周 に沿 った方向において、前記突出部 は、全周 に渡 つ

て連続 している請求項 1 又 は 2 に記載のウェハホル ダ。

[ 請求項 4 ] 主面 と、前記主面 に対 して垂直方向に凹む凹部 とを備 えるウェハホ

ル ダであ って、

前記凹部 は、前記主面 に平行な底面 と、前記底面の外周か ら前記主

面 に亘 つて設 け られる側面 と、前記側面か ら前記凹部の内側 に突出す

る突出部 と、 を有 してお り、

前記突出部 は、前記底面の外周 に沿 って設 け られてお り、

前記垂直方向において、前記底面か ら前記突出部の先端 までの高さ

は、前記凹部 に配置 されるウェハの高さの 1 / 2 よ りも高いウェハホ

ル ダ。

[ 請求項 5] 前記底面の外周 に沿 った方向において、前記突出部の全長の長 さは

、前記側面の長 さの 5 0 % 以上である請求項 4 に記載のウェハホル ダ

[ 請求項 6] 前記底面の外周 に沿 った方向において、前記突出部 は、全周 に渡 つ

て連続 している請求項 4 又 は 5 に記載のウェハホル ダ。



[ 請求項 7 ] 前記 ウェハの最高加熱温度 に達 した ときに、前記突出部 と前記 ゥェ

ハ との間隔が 1 m m 以下である請求項 4 か ら 6 の何れか 1 項 に記載の

ウェハホル ダ。













INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 1 9 0
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
H01 L21 / 683 ( 2 6 1 ) i , C23C1 6/4 5 8 ( 2 0 0 1 )

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
H0 1 L 2 1 / 6 7 - 2 1 / 6 8 7 , C2 3 C1 6 / 4 5 8

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

X J P 2 0 0 9 - 0 1 6 5 6 7 A (NuFl are Technol ogy , I n c . ) , 1 - 7
2 2 January 2 0 0 9 ( 2 2 . 0 1 . 2 0 0 9 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 5 ] t o [ 0 0 5 3 ] ； fig . 1 t o 1 2
& US 2 0 0 9 / 0 0 0 7 8 4 1 l & TW 2 0 0 9 1 5 4 7 4 A

X J P 1 0 - 0 8 7 3 9 4 A ( Shin-Et s u Handotai Co . , Ltd . ) , 1 , 4 , 7
0 7 Apri l 1 9 9 8 ( 0 7 . 0 . 1 9 9 8 ) ,
paragraph s [ 0 0 3 0 ] t o [ 0 0 3 3 ] , [ 0 0 3 5 ] t o [ 0 0 3 6 ] ；
fig . 6 t o 1 0
& US 5 7 8 5 7 6 4 A & E P 8 2 95 6 0 A 2
& TW 3 9 1 9 9 9 B

A J P 2 0 0 7 - 2 5 1 0 7 8 A (NuFl are Technol ogy , I n c . ) , 1 - 7
2 7 Septembe r 2 0 0 7 ( 2 7 . 0 9 . 2 0 0 7 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
& US 2 0 0 7 / 0 2 1 8 6 6 4 A l & KR 1 0 - 2 0 0 7 - 0 0 9 5 1 9 8 A
& CN 1 0 1 0 4 3 0 0 1 & TWB 0 0 3 3 5 9 4 5

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
0 4 February , 2 0 1 3 ( 0 4 . 0 2 . 1 3 ) 1 2 February , 2 0 1 3 ( 1 2 . 0 2 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 1 9 0

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A J P 2 0 1 0 - 0 2 8 0 1 3 A (SU CO Co r p . ) , 1 - 7
0 4 February 2 0 1 0 ( 0 . 0 2 . 2 0 1 0 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
( ami l y ： none )

A J P 2 0 0 9 - 0 7 1 2 1 0 A (Covalent Materi a l s To kuyama 1 - 7
Corp . ) ,
0 2 Apri l 2 0 0 9 ( 02 . 0 4 . 2 0 0 9 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
( ami l y ： none )

A WO 2 0 1 0 / 0 2 4 94 3 A2 (VEECO INSTRUMENT S INC . ) , 1 - 7
0 4 March 2 0 1 0 ( 0 4 . 0 3 . 2 0 1 0 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
& J P 2 0 12 - 5 0 1 5 4 1 & US 2 0 1 0 / 0 0 5 5 3 1 8 A l
& EP 2 3 3 8 1 6 4 A & KR 1 0 - 2 0 1 1 - 0 0 4 2 2 2 5 A
& CN 1 0 2 1 4 4 2 8 0 A & TW 2 0 1 0 1 7 7 2 8 A

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (July 2009)



国際調査報告 国際出願番 号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 2 1 9 0

発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01L21/683 (2006. 01) i ，C23C16/458 (2006. 01) i

B . — 調査 を行 った分野

調査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01L21/67- 21/687 ，C23C16/458

最小限資料以外の資料 で調査 を行 った分野に含 まれ るもの

日本 国実用新案公報 9 2 2 - 1 9
日本 国公 開実用新案公報 9 7 1 - 2 0
日本 国実用新案登録公報 9 9 6 - 2 0
日本 国登録実用新案公報 9 9 4 - 2 0

国際調査で使用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )
6333
年年年年

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及び一部 の箇所 が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項 の番号

JP 2009-016567 A (株 式 会社 ニ ュ ー フ レ ア テ ク ノ ロ ジ ー ） 1-7

2009. 01. 22, [0015] - [0053] , Fig. 1-12 & US 2009/0007841 A l & TW

200915474 A

JP 10-087394 A (信 越 半導体株 式会社 ) 1998. 04. 07, [0030] - [0033] ， 1， 4 , 7

[0035] - [0036] , Fig. 6-10 & US 5785764 A & EP 829560 A2 & TW 391999

B

c 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後 に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又 は優先 日後 に公表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発 明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前 の出願 または特許 であ るが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発行 の新規性又 は進歩性 がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた めに引用す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 4 . 0 2 . 2 0 1 3 2 . 0 2 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及 びあて先 特許庁審査官 （権限のあ る職員） 3 U 3 7 5 2

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 松浦 陽
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三 丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 2 4

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ージ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C J P 2 0 0 8 2 1 9 0

C (続 き） . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項の番号

JP 2007-251078 A (株式会社ニ ュ ー フ レ ア テ クノロジー） 1-7

2007. 09. 27，全文、全図 & US 2007/0218664 A l & KR 10-2007-0095198

A & CN 101043001 A & TWB 001335945

JP 2010-028013 A (株式会社 S U M C O ) 2010. 02. 04, 全文、全図 1-7

(フ ア ミリーなし）

JP 2009-071210 A (コ 感山株式会社) 1-7

2009. 04. 02, 全文、全図 （フ ァ

0 2010/024943 A2 (VEECO INSTRUMENTS INC. ) 2010. 03. 04，全文、 1-7

全図 & JP 2012-501541 A & US 2010/0055318 A l & EP 2338164 A &

KR 10-2011-0042225 A & CN 102144280 A & TW 201017728 A

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続 き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

